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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第40期中 第41期中 第42期中 第40期 第41期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

営業収益 (百万円) 12,839 19,007 14,090 30,367 37,093

経常利益 (百万円) 256 105 570 678 1,189

中間(当期)純利益または
中間(当期)純損失(△）

(百万円) 145 △ 1,435 313 363 △902

純資産額 (百万円) 6,897 5,570 6,567 7,332 6,176

総資産額 (百万円) 52,079 48,052 44,802 50,365 44,179

１株当たり純資産額 (円) 161.72 130.63 154.03 171.58 144.85

１株当たり中間(当期)純
利益または中間(当期)純
損失(△）

(円) 3.42 △ 33.67 7.35 8.17 △21.17

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 13.2 11.6 14.7 14.6 14.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 839 △ 1,047 △1,676 6,566 3,933

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 312 △ 1,243 △257 △ 950 △1,340

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 683 2,283 1,421 △ 5,641 △2,917

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 1,066 1,501 671 1,508 1,184

従業員数 
(外、平均臨時雇用者)

(人)
317
(300)

310
(318)

376
(289)

308
(310)

307
(321)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

３ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」および「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)

純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

  

回次 第40期中 第41期中 第42期中 第40期 第41期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

営業収益 (百万円) 11,229 17,273 11,920 25,919 32,541

経常利益 (百万円) 321 166 512 653 1,064

中間(当期)純利益または
中間(当期)純損失(△)

(百万円) 167 △ 1,416 298 359 △937

資本金 (百万円) 2,140 2,140 2,140 2,140 2,140

発行済株式総数 (株) 42,800,000 42,800,000 42,800,000 42,800,000 42,800,000

純資産額 (百万円) 6,836 5,503 6,430 7,247 6,055

総資産額 (百万円) 50,740 45,566 43,341 48,573 42,425

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) ― ― ― 5.00 5.00

自己資本比率 (％) 13.5 12.1 14.8 14.9 14.3

従業員数 
(外、平均臨時雇用者)

(人)
224
(227)

227
(247)

286
(216)

216
(240)

221
(253)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に

重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は[ ]内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

２ 従業員数が当中間連結会計期間において69名増加しておりますが、その主な理由は、営業力強化を目的とし

て営業体制を再構築したことにより、不動産販売業における契約社員のうち54名を正社員に移行したことに

よるものです。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は[ ]内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

２ 従業員数が当中間会計期間において65名増加しておりますが、その主な理由は、営業力強化を目的として営

業体制を再構築したことにより、不動産販売業における契約社員のうち54名を正社員に移行したことによる

ものです。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合はありません。 

なお、労使関係については円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

不動産販売業 273 [167]

土地建物賃貸業 47 [ 47]

広告業ほか 14 [ 61]

全社（共通） 42 [ 14]

合計 376 [289]

従業員数(人) 286 [216]



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当社グループでは、引き続き経費削減等による経営効率の向上を図りましたほか、当社では、当社の主

力事業である不動産販売業、土地建物賃貸業および仲介斡旋業の安定化、住居系を中心とした「プロパテ

ィマネジメント事業」の拡大および「不動産証券化関連事業」の育成に取り組みました。加えて、顧客ニ

ーズに適合した商品を追求すべくマーケティング力の強化を図り、全事業において積極的な営業活動を展

開いたしました結果、当中間連結会計期間の営業収益は１４０億９０百万円(前年同期比４９億１６百万

円減、２５．９％減）、経常利益では５億７０百万円（前年同期比４億６４百万円増、４４０．４％

増）、中間純利益では３億１３百万円（前年同期比１７億４９百万円増）となりました。  

  

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

  

①不動産販売業 

不動産販売業におきましては、「コモドーレ栗平第２期」（神奈川県川崎市）、「町田やくし台Hearty 

Hill第１４期」（東京都町田市）および「小田急開成庭園の杜第５期」（神奈川県足柄上郡）等の戸建住

宅、「小田急相模大野御園５丁目宅地分譲」（神奈川県相模原市）等の土地およびマンションを販売し、

積極的な営業活動を展開いたしました結果、不動産仲介および建築請負工事を含めた売上高は９４億６９

百万円（前年同期比３４．９％減）となりました。  

  

②土地建物賃貸業 

土地建物賃貸業におきましては、住居系を中心とした物件の取得およびプロパティマネジメント業務の

新規受託を推進したほか、既存賃貸ビル・マンションの稼働率の維持・向上を図るべく、積極的な営業活

動を実施いたしました結果、営業収益は３６億２６百万円（前年同期比５．４％増）となりました。  

  

③広告業ほか 

広告業では、駅改良工事等の影響や看板需要の減退傾向に対応すべく、既存看板の価値向上を図りまし

たほか、スポーツ施設業におきましても各種キャンペーンを実施するなど積極的な営業活動を実施いたし

ました結果、保険代理業およびリース業を含めた営業収益は９億９３百万円（前年同期比１．６％減）と

なりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金および現金同等物は６億７１百万円となり、前中間連結

会計期間と比べて８億３０百万円（前年同期比５５．２％減）の減少となりました。 

当中間連結会計期末における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

  

営業活動におけるキャッシュ・フローは、新規販売用不動産の取得等に伴うたな卸資産の増加額６億６

１百万円および建設工事費の支払いなどに伴う仕入債務の減少額１１億３２百万円等により１６億７６百

万円の資金の減少となりました。（前年同期は１０億４７百万円の資金の減少） 

  

投資活動によるキャッシュ・フローは、新規事業用資産等の有形固定資産取得額１億７７百万円および



ＳＰＣに対する匿名組合出資実施額１億３８百万円等により２億５７百万円の資金の減少となりまし

た。（前年同期は１２億４３百万円の資金の減少） 

  

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金を調達したことなどにより１４億２１百万円の資金

の増加となりました。（前年同期は２２億８３百万円の資金の増加） 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループにおいては受注生産形態をとらない事業活動がほとんどであり、生産実績および受注実績

について記載は行っておりません。 

当中間連結会計期間における販売状況を事業のセグメントごとに示すと次のとおりであります。 

  

 
      (注)１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

      ２ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更およ

び新たに生じた課題はありません。 

なお、当中間連結会計期間中に発生した有価証券報告書等への不実記載の件に関して、平成17年6月13

日付で株式会社東京証券取引所に提出した改善報告書にもとづき、内部監査室を設置し、内部統制の強

化を目指すとともに、株式監視委員会の設置等によりコンプライアンス体制の再構築を図るなど、再発

防止に向けた取り組みを進めております。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

区分 金額(百万円) 前年同期比(％)

不動産販売業

土地売上高
(販売面積(㎡))

288
(1,515.30)

6.8

戸建住宅売上高
(販売戸数(戸))

7,353
(141)

207.1

マンション売上高
(販売戸数(戸))

1,011
(24)

17.1

その他の収入 816 98.6

計 9,469 65.1

土地建物賃貸業

ビルマンション収入 3,085 104.6

その他の収入 540 110.6

計 3,626 105.4

広告業ほか

広告収入 811 98.1

スポーツ施設収入 119 103.3

その他の収入 63 93.5

計 993 98.4

合計 14,090 74.1



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 国内子会社 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

投資予定額

資金調達方法
取得の
予定年月総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

提出会社
(仮称)北嶺町マンション
（東京都大田区）

土地建物 
賃貸業

賃貸用
マンション 620 127

自己資金 
および借入金

平成18年
２月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 定款での定めは次のとおりであります。 

 当会社の発行する株式の総数は、14,000万株とする。 

 ただし、株式の消却が行なわれた場合には、これに相当する株式数を減ずる。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 140,000,000

計 140,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月20日)

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名

内容

普通株式 42,800,000 42,800,000
東京証券取引所
（市場第一部）

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 42,800,000 42,800,000 ― ―



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １  三菱信託銀行株式会社は平成17年10月1日付でUFJ信託銀行株式会社と合併し、三菱UFJ信託銀行株式会社と

なりました。なお、UFJ信託銀行株式会社は平成17年9月30日現在当社株式を135千株（発行済株式総数に対

する所有株式数の割合0.32％）所有しております。 

２  株式会社東京三菱銀行および三菱UFJ信託銀行株式会社（旧三菱信託銀行株式会社）等から連名にて平成17

年11月15日付で提出された大量保有報告書により、平成17年10月31日現在で以下の株式を所有している旨の

報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんの

で、上記株主の状況には含めておりません。 

  なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 
 

  

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成17年９月30日 ― 42,800,000 ― 2,140 ― 538

氏名又は名称 住所
所有株
式数 
(千株)

発行済株式総数
に対する所有株 
式数の割合(％)

小田急電鉄株式会社 東京都渋谷区代々木二丁目２８番１２号 20,586 48.10

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町一丁目１３番１号 2,074 4.85

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,267 2.96

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 1,227 2.87

日本生命保険相互会社 大阪府大阪市中央区今橋三丁目５番１２号 966 2.26

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都中央区丸の内一丁目３番３号 893 2.09

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番３３号 861 2.01

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（三井アセット信託銀行再
信託分・ＣＭＴＢエクイティインベ
ストメンツ株式会社信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番１１号 860 2.01

三菱信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 755 1.76

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口４）

東京都中央区晴海一丁目８番１１号 755 1.76

計 ― 30,246 70.67

氏名又は名称 住所
所有株 
式数 

（千株）

発行済株式総数 
に対する所有株 
式数の割合(％)

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,267 2.96

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 1,146 2.68

三菱UFJ証券株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目４番１号 13 0.03

三菱UFJ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 32 0.07



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株（議決権3個）含まれており

ます。 

２ 「単元未満株式」には当社が所有する自己株式705株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) このほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権1個)あ

ります。なお、当該株式数は、「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」に含まれております。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
普通株式 31,000

―
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式

（相互保有株式）
普通株式 264,000

― 同上

完全議決権株式(その他) 普通株式 42,204,000 42,204 同上

単元未満株式 普通株式  301,000 ― 同上

発行済株式総数 42,800,000 ― ―

総株主の議決権 ― 42,204 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
小田急不動産株式会社

東京都渋谷区初台 
１丁目47番１号

31,000 － 31,000 0.07

（相互保有株式） 
株式会社小田急ハウジング

東京都渋谷区初台 
１丁目47番１号

264,000 － 264,000 0.62

計 ― 295,000 － 295,000 0.69



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 360 325 311 416 373 439

最低(円) 298 278 287 304 325 343



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表および中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)にもとづいて作成しております。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)にもとづいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定にもとづき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16

年９月30日まで)および当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財

務諸表ならびに前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)および当中間会計期間(平

成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を

受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日)

前連結会計年度 

要約連結貸借対照表 

(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 1,500 671 1,184

２ 受取手形及び売掛金 772 525 484

３ 有価証券 ※2 60 10 70

４ たな卸資産 ※6 12,867 10,352 9,685

５ 繰延税金資産 1,117 1,153 1,199

６ その他 708 925 651

７ 貸倒引当金 △16 △4 △3

流動資産合計 17,009 35.4 13,633 30.4 13,270 30.0

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

(1) 建物及び構築物 ※1.5 8,862 8,575 8,732

(2) 機械装置及び運搬具 ※1.5 182 159 170

(3) 土地 ※5 12,160 12,160 12,160

(4) その他 ※1.5 42 21,248 162 21,058 66 21,130

２ 無形固定資産 688 707 711

３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 ※2 1,196 2,511 1,910

(2) 匿名組合出資金 600 ― ―

(3) 差入敷金保証金 6,502 6,178 6,335

(4) 繰延税金資産 144 168 164

(5)再評価に係る繰延税金資産 152 154 154

(6) その他 510 388 501

(7) 貸倒引当金 △0 9,106 △0 9,402 △0 9,066

固定資産合計 31,043 64.6 31,168 69.6 30,908 70.0

資産合計 48,052 100.0 44,802 100.0 44,179 100.0



 
  

前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日)

前連結会計年度 

要約連結貸借対照表 

(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形及び買掛金 1,986 1,991 3,123

２ 短期借入金 15,455 15,575 12,940

３ 未払法人税等 145 319 594

４ 預り金 3,389 1,560 2,100

５ 賞与引当金 269 303 362

６ 完成工事補償引当金 25 56 21

７ その他 2,296 2,919 2,579

流動負債合計 23,567 49.0 22,726 50.7 21,721 49.2

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 12,425 8,745 9,740

２ 繰延税金負債 34 275 92

３ 退職給付引当金 1,899 1,837 1,855

４ 役員退任慰労引当金 76 93 85

５ 受入敷金保証金 4,395 4,363 4,369

６ 長期未払金 ― 40 ―

固定負債合計 18,831 39.2 15,356 34.3 16,143 36.5

負債合計 42,398 88.2 38,082 85.0 37,864 85.7

(少数株主持分)

    少数株主持分 83 0.2 151 0.3 137 0.3

(資本の部)

Ⅰ 資本金 2,140 4.5 2,140 4.8 2,140 4.9

Ⅱ 資本剰余金 538 1.1 538 1.2 538 1.2

Ⅲ 利益剰余金 2,829 5.9 3,466 7.8 3,365 7.6

Ⅳ 土地再評価差額金 △222 △0.5 △225 △0.5 △225 △0.5

Ⅴ その他有価証券評価差額金 314 0.7 680 1.5 388 0.9

Ⅵ 自己株式 △29 △0.1 △32 △0.1 △31 △0.1

資本合計 5,570 11.6 6,567 14.7 6,176 14.0

 負債、少数株主持分及び 
 資本合計

48,052 100.0 44,802 100.0 44,179 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 

  

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間
前連結会計年度 

要約連結損益計算書

( 自 平成16年４月１日 ( 自 平成17年４月１日 ( 自 平成16年４月１日

至 平成16年９月30日 ) 至 平成17年９月30日 ) 至 平成17年３月31日 )

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比 

(％)

Ⅰ 営業収益 19,007 100.0 14,090 100.0 37,093 100.0

Ⅱ 営業原価 17,118 90.1 11,615 82.4 31,923 86.1

営業総利益 1,888 9.9 2,474 17.6 5,169 13.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 1,646 8.7 1,778 12.7 3,687 9.9

営業利益 242 1.2 696 4.9 1,482 4.0

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息 11 9 21

２ 受取配当金 10 19 10

３ その他 21 42 0.2 16 45 0.3 25 56 0.2

Ⅴ 営業外費用

１ 支払利息 167 136 319

２ その他 11 179 0.8 35 172 1.2 30 349 0.9

経常利益 105 0.6 570 4.0 1,189 3.3

Ⅵ 特別損失

 １ 役員退任慰労金 ― 4 ―

２ 販売用不動産評価損 ― ― 85

３ 減損損失 ※2 2,291 2,291 12.1 ― 4 0.0 2,291 2,377 6.4

税金等調整前中間純利益ま
たは税金等調整前中間(当
期)純損失(△)

△2,186 △11.5 565 4.0 △1,188 △3.1

法人税、住民税及び事業税 71 212 577

法人税等調整額 △804 △733 △3.8 23 236 1.7 △900 △322 △0.8

少数株主利益または 
少数株主損失(△)

△17 △0.1 16 0.1 36 0.1

中間純利益または中間(当期)
純損失(△)

△1,435 △7.6 313 2.2 △902 △2.4



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日

至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)

前連結会計年度

(自 平成16年４月１日

至 平成17年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 538 538 538

Ⅱ 資本剰余金中間期末(期末)残高 538 538 538

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 4,082 3,365 4,082

Ⅱ 利益剰余金増加高

１ 中間純利益 ― 313 ―

２ 土地再評価差額金取崩額 411 411 ― 313 413 413

Ⅲ 利益剰余金減少高

１ 中間(当期)純損失 1,435 ― 902

２ 配当金 212 212 212

３ 役員賞与 15 1,663 0 213 15 1,130

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高 2,829 3,466 3,365



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日

至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)

前連結会計年度

(自 平成16年４月１日

至 平成17年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

１ 税金等調整前中間純利益または 

  税金等調整前中間(当期)純損失(△)
△2,186 565 △1,188

２ 減価償却費 275 273 550

３ 減損損失 2,291 ― 2,291

４ 貸倒引当金の増加額 

  または減少額(△)
△0 0 △13

５ 賞与引当金の増加額 

  または減少額(△)
△60 △58 32

６ 退職給付引当金の減少額 △0 △17 △45

７ 役員退任慰労引当金の増加額 9 7 19

８ 完成工事補償引当金の増加額 

  または減少額(△)
△2 35 △5

９ 受取利息及び受取配当金 △21 △29 △31

10 支払利息 167 136 319

11 販売用不動産評価損 ― ― 85

12 固定資産除却損 5 2 10

13 売上債権の増加額(△) 

  または減少額
95 △40 383

14 たな卸資産の増加額(△) 

  または減少額
1,028 △661 4,122

15 仕入債務の減少額 △2,063 △1,132 △925

16 差入敷金保証金の減少額 27 217 194

17 受入敷金保証金の減少額 △11 △5 △37

18 その他 △284 △378 △1,295

小計 △728 △1,084 4,466

19 利息及び配当金の受取額 35 37 37

20 利息の支払額 △168 △142 △327

21 法人税等の支払額 △185 △487 △242

営業活動による 

キャッシュ・フロー
△1,047 △1,676 3,933



 

  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日

至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)

前連結会計年度

(自 平成16年４月１日

至 平成17年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

１ 有形固定資産の取得による支出 △ 680 △ 177 △ 750 

２ 無形固定資産の取得による支出 △ 6 △ 14 △ 37 

３ 投資有価証券の売却による収入 ― 6 ―

４ 長期貸付金の回収による収入 17 16 21 

５ 匿名組合出資金の払込による支出 △ 600 △ 138 △ 600 

６ 匿名組合出資金の戻入 ― 23 ―

７ その他 25 26 25 

投資活動による 

キャッシュ・フロー
△ 1,243 △ 257 △ 1,340 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

１ 短期借入金の増加額 3,485 5,445 1,100 

２ 長期借入れによる収入 2,300 1,500 2,300 

３ 長期借入金の返済による支出 △ 3,287 △ 5,305 △ 6,102 

４ 配当金の支払額 △ 213 △ 214 △ 214 

５ その他 △ 0 △ 3 △ 1 

財務活動による 

キャッシュ・フロー
2,283 1,421 △ 2,917 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額 △ 6 △ 512 △ 324 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 1,508 1,184 1,508 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末 

  (期末)残高
※1 1,501 671 1,184 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

連結子会社

 ㈱小田急ハウジング１社

であります。

連結子会社

同  左

連結子会社

同  左

非連結子会社

 該当ありません。

非連結子会社

同  左

非連結子会社

同  左

２ 持分法の適用に関

する事項

持分法適用関連会社 

 該当ありません。

持分法適用関連会社 

    同  左

持分法適用関連会社 

    同  左

持分法非適用関連会社

 ㈱小田急設計コンサルタ

ント１社であります。

持分法非適用関連会社

同  左

持分法非適用関連会社

同  左

持分法を適用しない理由

 持分法非適用会社は、中

間純損益(持分に見合う額)

および利益剰余金等(持分

に見合う額)に与える影響

が軽微であり、かつ全体と

しても重要性が乏しいと判

断したため、持分法を適用

しておりません。

持分法を適用しない理由

    同  左

持分法を適用しない理由

 持分法非適用会社は、当

期純損益(持分に見合う額)

および利益剰余金等(持分

に見合う額)に与える影響

が軽微であり、かつ全体と

しても重要性が乏しいと判

断したため、持分法を適用

しておりません。

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関

する事項

連結子会社の中間決算日と

中間連結決算日は一致して

おります。

同  左 連結子会社の事業年度末日

と連結決算日は一致してお

ります。

４ 会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法

①有価証券 

ａ．満期保有目的の債券 

  償却原価法(定額法)

①有価証券

ａ．満期保有目的の債券

同  左

①有価証券

ａ．満期保有目的の債券

同  左

ｂ．その他有価証券

 時価のあるもの

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定)

ｂ．その他有価証券

 時価のあるもの

同  左

ｂ．その他有価証券

 時価のあるもの

 決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定)

 時価のないもの

 移動平均法による原価法

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法

 なお、投資事業有限責任

組合およびそれに類する組

合への出資(証券取引法第

２条２項により有価証券と

みなされるもの)について

は、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取

り込む方法によっておりま

す。

 時価のないもの 

    同  左

②たな卸資産 

  個別法による原価法

②たな卸資産

同  左

②たな卸資産

同  左



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(2) 重要な減価償却

資産の減価償却

方法

①有形固定資産

  定率法

 ただし、賃貸用ビルおよ

びゴルフ練習場ならびに平

成10年４月１日以降取得し

た建物(附属設備を除く)に

ついては定額法

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

  建物   ７～50年

  構築物  ５～45年

  機械装置 ８～17年

①有形固定資産 

  定率法

 ただし、賃貸用ビルおよ

びゴルフ練習場ならびに平

成10年４月１日以降取得し

た建物(附属設備を除く)に

ついては定額法

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

  建物   ４～50年

  構築物  ５～45年

  機械装置 ８～17年

①有形固定資産 

  定率法 

 ただし、賃貸用ビルおよ

びゴルフ練習場ならびに平

成10年４月１日以降取得し

た建物(附属設備を除く)に

ついては定額法 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

  建物   ７～50年 

  構築物  ５～45年 

  機械装置 ８～17年

②無形固定資産

  定額法

 ただし、ソフトウェア

(自社利用)については、社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法

②無形固定資産

同  左

②無形固定資産

同  左

(3) 重要な引当金の

計上基準

①貸倒引当金

 債権の貸倒による損失に

備えるため、一般債権につ

いては過去の貸倒実績率に

より算定した額を、貸倒懸

念債権等特定の債権につい

ては個別に評価した回収不

能債権額を計上しておりま

す。

①貸倒引当金

同  左

①貸倒引当金

同  左

②賞与引当金

 従業員の賞与支給にあて

るため、支給見込額を計上

しております。

②賞与引当金

同  左

②賞与引当金

同  左

③退職給付引当金

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。

 数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(11年)による定

率法により按分した額を、

それぞれ発生した年の翌連

結会計年度から費用処理し

ております。

③退職給付引当金

    同  左

  

③退職給付引当金

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。

 数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(11年)による定

率法により按分した額を、

それぞれ発生した年の翌連

結会計年度から費用処理し

ております。



  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による按分

額を定額法により費用処理

しております。

  過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による按分

額を定額法により費用処理

しております。

(追加情報)

  当社は、数理計算上の差

異について、従来その発生

時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(14

年)による定率法により按

分した額を、それぞれ発生

した年の翌連結会計年度か

ら費用処理してきました

が、従業員の平均残存勤務

年数を見直した結果、費用

処理年数(14年)より平均残

存勤務年数が短くなったた

め、費用処理年数を14年か

ら11年に変更しておりま

す。

 なお、この変更による当

中間連結会計期間末の損益

に与える影響は軽微であり

ます。

(追加情報)

  ――――――――

(追加情報) 

  当社は、数理計算上の差

異について、従来その発生

時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(14

年)による定率法により按

分した額を、それぞれ発生

した年の翌連結会計年度か

ら費用処理してきました

が、従業員の平均残存勤務

年数を見直した結果、費用

処理年数(14年)より平均残

存勤務期間が短くなったた

め、費用処理年数を14年か

ら11年に変更しておりま

す。 

 なお、この変更による当

連結会計年度の損益に与え

る影響は軽微であります。

④役員退任慰労引当金

 当社は役員の退任慰労金

の支出に備えるため、役員

退任慰労金内規に基づく中

間連結会計期間末要支給額

を計上しております。

④役員退任慰労引当金

    同  左

④役員退任慰労引当金

 当社は役員の退任慰労金

の支出に備えるため、役員

退任慰労金内規に基づく連

結会計年度末要支給額を計

上しております。

⑤完成工事補償引当金

 完成工事に係る瑕疵担保

等の費用にあてるため、過

年度の実績を基礎として将

来の補償見込を加味して計

上しております。

⑤完成工事補償引当金

    同  左

⑤完成工事補償引当金

同  左

(4) 重要なリース取

引の処理方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

 

同  左 同  左



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(5) その他(中間)連

結財務諸表作成

のための基本と

なる重要な事項

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、

税抜方式を採用しておりま

す。なお、当中間連結会計

期間に負担すべき消費税等

は、期間費用に計上してお

ります。また、固定資産に

係る控除対象外の長期前払

消費税等は、５年間で均等

償却を行っております。

消費税等の会計処理

同  左

消費税等の会計処理

 消費税等の会計処理は、

税抜方式を採用しておりま

す。なお、当連結会計年度

に負担すべき消費税等は、

期間費用に計上しておりま

す。また、固定資産に係る

控除対象外の長期前払消費

税等は５年間で均等償却を

行っております。

５ (中間)連結キャッ

シュ・フロー計算

書における資金の

範囲

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書上の資金(現金

及び現金同等物)には、手

許現金および要求払預金の

ほか、取得日から３ヶ月以

内に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない短期投資を計上し

ております。

同  左  連結キャッシュ・フロー

計算書上の資金(現金及び

現金同等物)には、手許現

金および要求払預金のほ

か、取得日から３ヶ月以内

に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない短期投資を計上して

おります。



会計処理の変更 

 
  

 表示方法の変更 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準)

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))および「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成15

年10月31日 企業会計基準適用指針

第６号)を適用しております。

 これにより税金等調整前中間純利

益が2,291百万円減少しておりま

す。

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき当該各資産の金額から直接

控除しております。

(固定資産の減損に係る会計基準)

      ――――――――――

(固定資産の減損に係る会計基準)

 当連結会計年度から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))および「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。

 これにより税金等調整前当期純利

益が2,291百万円減少しておりま

す。

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき当該資産の金額から直接控除し

ております。

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

（中間連結貸借対照表）

 前中間連結会計期間において流動負債の「その他」に

含めて表示しておりました「預り金」（前中間連結会計

期間1,811百万円）については負債・少数株主持分及び資

本総額の100分の５超となったため、当中間連結会計期間

より区分掲記しております。

（中間連結貸借対照表）

                ――――――――――

 

 

 （みなし有価証券）

                ――――――――――

 (みなし有価証券)                  

  「証券取引法の一部を改正する法律」（平成16年法律

第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年12月

１日より適用になったことおよび「金融商品会計に関す

る実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年

２月15日付で改正されたことに伴い、前中間連結会計期

間末では投資その他の資産の「匿名組合出資金」に含め

ていたみなし有価証券（前中間連結会計期間末600百万

円）を当中間連結会計期間末においては「投資有価証

券」に含めております。この変更により、投資有価証券

は714百万円増加しております。

      



次へ 

追加情報  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(外形標準課税)

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」(平成16年2月13

日 企業会計基準委員会 実務対応

報告第12号)に従い法人事業税の付

加価値割及び資本割については、販

売費及び一般管理費に計上しており

ます。

 この結果、販売費及び一般管理費

が９百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純利益

が、９百万円減少しております。

(外形標準課税)

      ――――――――――

(外形標準課税)

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号)が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当連結会計年度から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」(平成16年2月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号)に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。

 この結果、販売費及び一般管理費

が23百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益

が、23百万円減少しております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  
前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

(※1) 有形固定資産の減価償却累計

額は、5,314百万円でありま

す。

(※1) 有形固定資産の減価償却累計

額は、5,778百万円でありま

す。

(※1) 有形固定資産の減価償却累計

額は、5,543百万円でありま

す。

(※2) 投資有価証券等70百万円を営

業保証金として供託しておりま

す。

(※2) 投資有価証券等10百万円を営

業保証金として供託しておりま

す。

(※2) 有価証券70百万円を営業保証

金として供託しております。

(3) 債務保証

  ――――――――――

 

(3) 債務保証

  ――――――――――

(3) 債務保証

  提携つなぎローン利用者の借入

債務133百万円に対する債務保証

を行っております。

(4) 受取手形裏書譲渡高は、６百万

円であります。

(4)  

  ――――――――――

(4) 受取手形裏書譲渡高は、３百万

円であります。

(※5) 次の不動産信託に係るものが

含まれております。

(※5) 次の不動産信託に係るものが

含まれております。

(※5) 次の不動産信託に係るものが

含まれております。

 

建物及び構築物 1,155百万円

機械装置及び運搬具 16百万円

土地 2,771百万円

その他 0百万円
 

建物及び構築物 1,130百万円

機械装置及び運搬具 14百万円

土地 2,771百万円

その他 0百万円
 

建物及び構築物 1,147百万円

機械装置及び運搬具 15百万円

土地 2,771百万円

その他 0百万円

(※6) 固定資産の用途変更により、

有形固定資産から分譲土地建物

に276百万円振り替えておりま

す。

(※6)  

――――――――――

(※6) 固定資産の用途変更により、

有形固定資産から分譲土地建物

に276百万円振り替えておりま

す。

   



(中間連結損益計算書関係) 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(※1) 販売費及び一般管理費の主要

な費目は次のとおりでありま

す。

(※1) 販売費及び一般管理費の主要

な費目は次のとおりでありま

す。

(※1) 販売費及び一般管理費の主要

な費目は次のとおりでありま

す。

(1) 販売費 (1) 販売費 (1) 販売費

 

給料・手当・賞与 280百万円

業務委託料 114百万円

広告宣伝費 177百万円

賞与引当金繰入額 112百万円

  退職給付費用    34百万円
 

給料・手当・賞与 289百万円

業務委託料 74百万円

広告宣伝費 290百万円

賞与引当金繰入額 128百万円

  退職給付費用    38百万円

給料・手当・賞与 667百万円

広告宣伝費 682百万円

賞与引当金繰入額 185百万円

退職給付費用 94百万円

(2) 一般管理費 (2) 一般管理費 (2) 一般管理費

 

役員報酬 90百万円

給料・手当・賞与 117百万円

賞与引当金繰入額 43百万円

退職給付費用 14百万円

役員退任慰労 
引当金繰入額

9百万円

    租税公課      36百万円
 

役員報酬 90百万円

給料・手当・賞与 111百万円

賞与引当金繰入額 47百万円

退職給付費用 18百万円

役員退任慰労
引当金繰入額

7百万円

    租税公課      33百万円

役員報酬 180百万円

給料・手当・賞与 256百万円

賞与引当金繰入額 55百万円

退職給付費用 28百万円

役員退任慰労
引当金繰入額

28百万円

租税公課 85百万円

（※2）減損損失

   当社グループは、以下の資産

グループについて減損損失を計

上しました。

（※2）減損損失

    

 ――――――――――

  

（※2）減損損失

   当社グループは、以下の資産

グループについて減損損失を計

上しました。
  

 

（減損損失を認識した主な資産）

用途 種類 場所

ゴルフ 

練習場
土地

千葉県佐倉市

下志津

遊休 

資産

土地及び 

構築物等

北海道亀田郡

七飯町

遊休 

資産

土地及び 

構築物等

静岡県田方郡

大仁町

遊休 

資産
土地

群馬県吾妻郡

長野原町
  

（減損損失を認識した主な資産）

用途 種類 場所

ゴルフ 

練習場
土地

千葉県佐倉市

下志津

遊休 

資産

土地及び 

構築物等

北海道亀田郡

七飯町

遊休 

資産

土地及び 

構築物等

静岡県田方郡

大仁町(注)

遊休 

資産
土地

群馬県吾妻郡

長野原町

(注)静岡県田方郡大仁町は平成17年
４月１日に田方郡伊豆長岡町、田方
郡韮山町と合併し伊豆の国市となり
ました。

（減損の認識に至った経緯）

 ゴルフ練習場については継続的な

地下の下落のため、遊休資産につい

ては今後の具体的な使用見込みがな

いため、減損損失を認識いたしまし

た。

 

（減損の認識に至った経緯）

 ゴルフ練習場については継続的な

地下の下落のため、遊休資産につい

ては今後の具体的な使用見込みがな

いため、減損損失を認識いたしまし

た。

（減損損失の金額）
土地 2,285百万円

建物ほか 6百万円

合計 2,291百万円

（減損損失の金額）
土地 2,285百万円

建物ほか 6百万円

合計 2,291百万円

（資産のグルーピング方法）

 管理会計上の事業毎又は物件毎に

資産のグルーピングを行っておりま

す。

 

（資産のグルーピング方法）

 管理会計上の事業毎又は物件毎に

資産のグルーピングを行っておりま

す。



次へ 

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

（回収可能額の算定方法）

 回収可能価額は正味売却価額によ

り測定し、重要性の高い資産グルー

プについては不動産鑑定評価により

算出しております。

 

（回収可能額の算定方法）

 回収可能価額は正味売却価額によ

り測定し、重要性の高い資産グルー

プについては不動産鑑定評価により

算出しております。

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(※1)現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

(※1)現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

(※1)現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

 

現金及び預金勘定 1,500百万円

預け金 
（その他流動資産）

1百万円

現金及び現金同等物 1,501百万円
 

現金及び預金勘定 671百万円

預け金 
（その他流動資産）

0百万円

現金及び現金同等物 671百万円  

現金及び預金勘定 1,184百万円

預け金
（その他流動資産）

―百万円

現金及び現金同等物 1,184百万円



(リース取引関係) 

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ リース物件の所有
権が借主に移転す
ると認められるも
の以外のファイナ
ンス・リース取引

 

(1) リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計
額相当額および中間期
末残高相当額

取得 

価額 

相当額 

(百万円)

減価 

償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期 

末残高 

相当額 

(百万円)

機械装 

置及び 

運搬具

26 17 8 

その他 271 155 115 

合計 297 173 124 

(1) リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計
額相当額および中間期
末残高相当額

取得 

価額 

相当額 

(百万円)

減価 

償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期 

末残高 

相当額 

(百万円)

機械装 

置及び 

運搬具

9 8 0

その他 240 163 77

合計 250 171 78

(1) リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計
額相当額および期末残
高相当額

取得 

価額 

相当額 

(百万円)

減価 

償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

期末 

残高 

相当額 

(百万円)

機械装 

置及び 

運搬具

26 21 5

その他 283 188 94

合計 309 209 99

 

(2) 未経過リース料中間期
末残高相当額
１年以内 62百万円
１年超 61百万円
合計 124百万円

(2) 未経過リース料中間期
末残高相当額
１年以内 43百万円
１年超 34百万円
合計 78百万円

(2) 未経過リース料期末残
高相当額
１年以内 55百万円
１年超 43百万円
合計 99百万円

なお、「取得価額相当
額」および「未経過リース
料中間期末残高相当額」
は、未経過リース料中間期
末残高の有形固定資産中間
期末残高等に占める割合が
低いため、中間連結財務諸
表規則第15条において準用
する財務諸表等規則第８条
の６第２項の規定に基づ
き、「支払利子込み法」に
より算定しております。

同  左 なお、「取得価額相当
額」および「未経過リース
料期末残高相当額」は、未
経過リース料期末残高の有
形固定資産期末残高等に占
める割合が低いため、連結
財務諸表規則第15条の３に
おいて準用する財務諸表等
規則第８条の６第２項の規
定に基づき、「支払利子込
み法」により算定しており
ます。

(3) 支払リース料および減
価償却費相当額

(3) 支払リース料および減
価償却費相当額

(3) 支払リース料および減
価償却費相当額

 

支払リース 
料

33百万円

減価償却費 
相当額

33百万円

支払リース
料

31百万円

減価償却費
相当額

31百万円

支払リース 
料

68百万円

減価償却費 
相当額

68百万円

(4) 減価償却費相当額の算
定方法
リース期間を耐用年数
とし、残存価額を零とす
る定額法によっておりま
す。

(4) 減価償却費相当額の算
定方法

同  左

(4) 減価償却費相当額の算
定方法

同  左

２ 転貸リース取引

 

(1) 未経過支払リース料
１年以内 1,761百万円
１年超 3,872百万円
合計 5,634百万円

(1) 未経過支払リース料
１年以内 1,579百万円
１年超 3,336百万円
合計 4,916百万円

(1) 未経過支払リース料
１年以内 1,662百万円
１年超 3,546百万円
合計 5,209百万円

 

(2) 未経過受取リース料
１年以内 1,761百万円
１年超 3,872百万円
合計 5,634百万円

 

(2) 未経過受取リース料
１年以内 1,579百万円
１年超 3,336百万円
合計 4,916百万円

 

(2) 未経過受取リース料
１年以内 1,662百万円
１年超 3,546百万円
合計 5,209百万円



前へ   次へ 

 

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

３ オペレーティング
  ・リース取引

(1) 未経過支払リース料
１年以内 2,431百万円
１年超 11,894百万円
合計 14,325百万円

(1) 未経過支払リース料
１年以内 2,446百万円
１年超 10,502百万円
合計 12,948百万円

(1) 未経過支払リース料
１年以内 2,606百万円
１年超 11,679百万円
合計 14,285百万円

(2) 未経過受取リース料
１年以内 232百万円
１年超 548百万円
合計 780百万円

(2) 未経過受取リース料
１年以内 253百万円
１年超 619百万円
合計 872百万円

(2) 未経過受取リース料
１年以内 387百万円
１年超 690百万円
合計 1,077百万円

 なお、リース料の確定し
ていないものは、注記の対
象から除いております。

なお、リース料の確定し
ていないものは、注記の対
象から除いております。

なお、リース料の確定し
ていないものは、注記の対
象から除いております。



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 
  
１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成16年９月30日現在) 
  

 
（注）減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っており

ます。 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券（平成16年9月30日現在） 

  

 
  

区分
中間連結貸借

対照表計上額(百万円)
時価
(百万円)

差額 
(百万円)

① 国債・地方債等 70 69 0

② 社債 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 70 69 0

２ その他有価証券で時価のあるもの(平成16年９月30日現在)

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額 
(百万円)

① 株式 578 1,109 530

② 債券

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 578 1,109 530

その他有価証券
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

非上場株式

(店頭売買株式を除く)
74

計 74



当中間連結会計期間末(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 
  
１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成17年９月30日現在) 
  

 
（注）減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っており

ます。 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券（平成17年９月30日現在） 

  

 
  

区分
中間連結貸借

対照表計上額(百万円)
時価
(百万円)

差額 
(百万円)

① 国債・地方債等 10 9 0

② 社債 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 10 9 0

２ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年９月30日現在)

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額 
(百万円)

① 株式 578 1,725 1,147

② 債券

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 578 1,725 1,147

その他有価証券
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

①非上場株式 67

 ②投資事業有限責任組合および 

  それに類する組合への出資
714

計 782



前へ 

前連結会計年度末(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成17年３月31日現在) 

  

 
(注)減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っており

ます。 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券(平成17年３月31日現在) 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

  当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

  当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

  当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額 
(百万円)

① 国債・地方債等 70 69 0

② 社債 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 70 69 0

２ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年３月31日現在)

区分
取得原価 
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

① 株式 578 1,233 655

② 債券

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 578 1,233 655

その他有価証券
連結貸借対照表計上額

(百万円)

①非上場株式 74

 ②投資事業有限責任組合および 

  それに類する組合への出資
600

計 674



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

  

 
  

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

不動産 
販売業 
(百万円)

土地建物
賃貸業 
(百万円)

広告業
ほか 
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

営業収益

(1) 外部顧客に
対する営業収益

14,557 3,439 1,010 19,007 ― 19,007

(2) セグメント間の内部
営業収益または振替高

50 5 ― 55 (55) ―

計 14,607 3,445 1,010 19,062 (55) 19,007

営業費用 14,732 2,906 662 18,301 463 18,765

営業利益または営業損失(△) △125 538 347 761 (518) 242

不動産 
販売業 
(百万円)

土地建物
賃貸業 
(百万円)

広告業
ほか 
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

営業収益

(1) 外部顧客に
対する営業収益

9,469 3,626 993 14,090 ― 14,090

(2) セグメント間の内部
営業収益または振替高

11 16 ― 27 (27) ―

計 9,481 3,643 993 14,118 (27) 14,090

営業費用 9,205 2,991 664 12,861 532 13,394

営業利益 275 651 329 1,256 (560) 696

不動産 
販売業 
(百万円)

土地建物
賃貸業 
(百万円)

広告業
ほか 
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

営業収益

(1) 外部顧客に
対する営業収益

28,115 6,986 1,990 37,093 ― 37,093

(2) セグメント間の内部
営業収益または振替高

65 8 ― 74 (74) ―

計 28,181 6,995 1,990 37,167 (74) 37,093

営業費用 27,403 5,887 1,324 34,615 995 35,610

営業利益 777 1,107 666 2,552 (1,069) 1,482



(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品等の名称 

事業区分は事業の内容を勘案して、次のとおり分類しております。 

 
  

２ 「消去又は全社」の項目に含めた金額および主な内容は以下のとおりです。 

  

 
  

３ 会計処理の変更 

(前中間連結会計期間) 

「会計処理の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間において「固定資産の減損会計に係る会計

基準」および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用しておりますが、各セグメントの営

業損益に与える影響はありません。 

(当中間連結会計期間) 

該当事項はありません。 

(前連結会計年度) 

「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結会計年度において「固定資産の減損会計に係る会計基

準」および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用しておりますが、各セグメントの営業

損益に与える影響はありません。 

４ 追加情報 

(前中間連結会計期間) 

(1)「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間よ

り退職給付会計の数理計算上の差異についての処理年数を14年から11年に変更しておりますが、各

セグメントの営業損益に与える影響は軽微であります。 

(2)「追加情報」に記載のとおり、当中間連結会計期間において「法人事業税における外形標準課税部

分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」(平成16年２月13日  企業会計基準委員会 実

務対応報告第12号)に従い法人事業税の付加価値割および資本割については営業費用に計上しており

ますが、各セグメントの営業損益に与える影響は軽微であります。 

(当中間連結会計期間) 

該当事項はありません。 

(前連結会計年度) 

(1)「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度におい

て退職給付会計の数理計算上の差異についての処理年数を14年から11年に変更しておりますが、各

セグメントの営業損益に与える影響は軽微であります。 

(2)「追加情報」に記載のとおり、当連結会計年度において「法人事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」(平成16年２月13日  企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号)に従い法人事業税の付加価値割および資本割については営業費用に計上しております

が、各セグメントの営業損益に与える影響は軽微であります。 

５ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

不動産販売業 ：戸建住宅、マンションおよび宅地等の土地建物販売、仲介斡旋ならびに建築請負工事

土地建物賃貸業 ：オフィスビル・マンションの賃貸および総合管理

広告業ほか ：広告業、ゴルフ場運営、保険代理店業、リース業

前中間 
連結会計期間 
(百万円)

当中間
連結会計期間 
(百万円)

前連結会計年度
(百万円)

主な内容

消去又は全社の項目
に含めた配賦不能営
業費用の金額

499 542 1,027
連結財務諸表提出会
社の一般管理部門に
係る費用



【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成17

年４月１日 至平成17年９月30日）および前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31

日） 

 本国以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため、該当事項はありません。 

  

【海外営業収益】 

 前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成17

年４月１日 至平成17年９月30日）および前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31

日） 

 海外営業収益がないため、該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間純利益または中間(当期)純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 130円63銭 154円03銭 144円85銭

１株当たり中間純利益

または中間(当期)純損

失（△）

△33円67銭 7円35銭 △21円17銭

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益

金額

 なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益につい

ては、潜在株式が存在しな

いため記載しておりませ

ん。

 なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益につい

ては、潜在株式が存在しな

いため記載しておりませ

ん。

 なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在しな

いため記載しておりませ

ん。

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間純利益または中間(当期)純損失(△) △33円67銭 7円35銭 △21円17銭

中間純利益または中間(当期)純損失(△)(百万円) △1,435 313 △902

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳（百万円）

 利益処分による役員賞与金 ― ― 0

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 0

普通株式に係る中間純利益または中間(当期)純損失

(△)(百万円)
△1,435 313 △903

普通株式の期中平均株式数(千株) 42,645 42,638 42,644



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末 

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末 

 (平成17年９月30日)

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 623 272 483

２ 売掛金 484 322 320

３ 分譲土地建物 ※6 11,923 9,867 9,183

４ その他 ※2 1,712 1,993 1,783

５ 貸倒引当金 △3 △3 △2

流動資産合計 14,740 32.4 12,451 28.7 11,768 27.7

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

(1) 建物 ※1.5 7,776 7,502 7,671

(2) 土地 ※5 12,160 12,160 12,160

(3) その他 ※1.5 1,303 21,241 1,337 21,001 1,264 21,096

２ 無形固定資産 681 700 704

３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 ― 2,508 1,907

(2) 匿名組合出資金 600 ― ―

(3) 差入敷金保証金 6,494 6,169 6,327

(4) その他 ※2 1,809 510 621

(5) 貸倒引当金 △0 8,903 △0 9,188 △0 8,856

固定資産合計 30,826 67.6 30,889 71.3 30,657 72.3

資産合計 45,566 100.0 43,341 100.0 42,425 100.0



 

前中間会計期間末 

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日)

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 買掛金 984 2,030 2,469

２ 短期借入金 15,455 15,575 12,940

３ 未払法人税等 142 271 515

４ 預り金 3,364 1,534 2,075

５ 賞与引当金 190 218 257

６ その他 ※4 1,534 2,455 2,454

流動負債合計 21,672 47.5 22,085 51.0 20,711 48.8

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 12,425 8,745 9,740

２ 退職給付引当金 1,459 1,347 1,371

３ 役員退任慰労引当金 76 93 85

４ 受入敷金保証金 4,395 4,363 4,369

５ その他 34 275 92

固定負債合計 18,391 40.4 14,824 34.2 15,659 36.9

負債合計 40,063 87.9 36,910 85.2 36,370 85.7

(資本の部)

Ⅰ 資本金 2,140 4.7 2,140 4.9 2,140 5.0

Ⅱ 資本剰余金

１ 資本準備金 538 538 538

資本剰余金合計 538 1.2 538 1.2 538 1.3

Ⅲ 利益剰余金

１ 利益準備金 216 216 216

２ 任意積立金 744 744 744

３ 中間(当期)未処分利益 1,776 2,343 2,258

利益剰余金合計 2,738 6.0 3,305 7.6 3,219 7.6

Ⅳ 土地再評価差額金 △222 △0.5 △225 △0.5 △225 △0.5

Ⅴ その他有価証券評価差額金 314 0.7 680 1.6 388 0.9

Ⅵ 自己株式 △5 △0.0 △8 △0.0 △6 △0.0

資本合計 5,503 12.1 6,430 14.8 6,055 14.3

負債・資本合計 45,566 100.0 43,341 100.0 42,425 100.0 

 



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間 当中間会計期間
前事業年度の 

要約損益計算書

( 自 平成16年４月１日 ( 自 平成17年４月１日 ( 自 平成16年４月１日

至 平成16年９月30日 ) 至 平成17年９月30日 ) 至 平成17年３月31日 )

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)

Ⅰ 営業収益 17,273 100.0 11,920 100.0 32,541 100.0

Ⅱ 営業原価 15,690 90.8 9,911 83.1 28,291 86.9

営業総利益 1,583 9.2 2,009 16.9 4,250 13.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,276 7.4 1,398 11.8 2,885 8.9

営業利益 306 1.8 611 5.1 1,365 4.2

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息 10 9 19

２ その他 24 34 0.2 33 43 0.4 24 44 0.1

Ⅴ 営業外費用

１ 支払利息 167 136 319

２ その他 7 175 1.0 5 141 1.2 25 345 1.0

経常利益 166 1.0 512 4.3 1,064 3.3

Ⅵ 特別損失 ※1.2 2,291 13.3 ― ― 2,377 7.3

税引前中間純利益または税引
前中間(当期)純損失(△)

△2,125 △12.3 512 4.3 △1,312 △4.0

法人税、住民税及び事業税 71 196 504

法人税等調整額 △779 △708 △4.1 17 213 1.8 △878 △374 △1.1

中間純利益または中間(当
期)純損失(△)

△1,416 △8.2 298 2.5 △937 △2.9

前期繰越利益 2,782 2,044 2,782

再評価差額金取崩額 411 ― 413

中間(当期)未処分利益 1,776 2,343 2,258



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

①満期保有目的の債券

 償却原価法(定額法)

②子会社株式及び関連会社 

 株式

移動平均法による原価法

③その他有価証券

 時価のあるもの

 中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

(1) 有価証券

①満期保有目的の債券

同  左

②子会社株式及び関連会社 

 株式

同  左

③その他有価証券

 時価のあるもの

同  左

(1) 有価証券

①満期保有目的の債券

同  左

②子会社株式及び関連会社 

 株式

同  左

③その他有価証券

 時価のあるもの

 決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定)

  時価のないもの

移動平均法による原価法

  時価のないもの

移動平均法による原価法

 なお、投資事業有限責

任組合およびそれに類す

る組合への出資（証券取

引法第２条２項により有

価証券とみなされるも

の）については、組合契

約に規定される決算報告

日に応じて入手可能な最

近の決算書を基礎とし、

持分相当額で取り込む方

法によっております。

 時価のないもの 

    同  左

 

(2) たな卸資産 

 分譲土地建物 

 個別法による原価法

(2) たな卸資産

 分譲土地建物

同  左

(2) たな卸資産

 分譲土地建物

同  左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

定率法

 ただし、賃貸用ビルお

よびゴルフ練習場ならび

に平成10年４月１日以降

取得した建物(附属設備

を除く)については定額

法

 なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

  建物   ７～50年

  構築物  ５～45年

  機械装置 ８～17年

(1) 有形固定資産

同  左

(1) 有形固定資産

同  左

(2) 無形固定資産

定額法

ただし、ソフトウェ

ア(自社利用)について

は、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定

額法

(2) 無形固定資産

同  左

(2) 無形固定資産

同  左



  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金      

 債権の貸倒による損失に

備えるため、一般債権につ

いては過去の貸倒実績率に

より算定した額を、貸倒懸

念債権等特定の債権につい

ては個別に評価した回収不

能債権額を計上しておりま

す。

(1) 貸倒引当金

同  左

(1) 貸倒引当金

同  左

(2) 賞与引当金 

 従業員の賞与支給にあて

るため、支給見込額を計上

しております。

(2) 賞与引当金

同  左

(2) 賞与引当金

同  左

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務および年

金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において

発生していると認められる

額を計上しております。

(3) 退職給付引当金 

    同  左

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務および年

金資産の見込額に基づき、

当事業年度末において発生

していると認められる額を

計上しております。

 数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(11年)による定

率法により按分した額を、

それぞれ発生した年の翌事

業年度から費用処理してお

ります。

 数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(11年)による定

率法により按分した額を、

それぞれ発生した年の翌事

業年度から費用処理してお

ります。

 過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による按分

額を定額法により費用処理

しております。

  過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による按分

額を定額法により費用処理

しております。

(追加情報） (追加情報） (追加情報）

 当社では、数理計算上の

差異について、従来その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(14年)による定率法により

按分した額を、それぞれ発

生した年の翌事業年度から

費用処理してきましたが、

従業員の平均残存勤務年数

を見直した結果、費用処理

年数(14年)より平均残存勤

務年数が短くなったため、

費用処理年数を14年から11

年に変更しております。な

お、この変更による当中間

会計期間の損益に与える影

響は軽微であります。

――――――――  当社では、数理計算上の

差異について、従来その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(14年)による定率法により

按分した額を、それぞれ発

生した年の翌事業年度から

費用処理してきましたが、

従業員の平均残存勤務年数

を見直した結果、費用処理

年数(14年)より平均残存勤

務期間が短くなったため、

費用処理年数を14年から11

年に変更しております。な

お、この変更による当事業

年度の損益に与える影響は

軽微であります。



項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(4) 役員退任慰労引当金  

 役員の退任慰労金の支出

に備えるため、役員退任慰

労金内規に基づく中間期末

要支給額を計上しておりま

す。

(4) 役員退任慰労引当金  

    同  左

(4) 役員退任慰労引当金  

 役員の退任慰労金の支出

に備えるため、役員退任慰

労金内規に基づく期末要支

給額を計上しております。

４ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同  左 同  左

５ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理

 消費税等の会計処理は、

税抜方式を採用しておりま

す。なお、当中間会計期間

に負担すべき消費税等は、

期間費用に計上しておりま

す。また、固定資産に係る

控除対象外の長期前払消費

税等は、５年間で均等償却

を行っております。 

 

消費税等の会計処理
同  左

消費税等の会計処理

 消費税等の会計処理は、

税抜方式を採用しておりま

す。なお、当事業年度に負

担すべき消費税等は、期間

費用に計上しております。

また、固定資産に係る控除

対象外の長期前払消費税等

は、５年間で均等償却を行

っております。 



会計処理の変更 

  

   
  

 表示方法の変更 

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準) (固定資産の減損に係る会計基準) (固定資産の減損に係る会計基準)

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))および「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。

 これにより税引前中間純利益が

2,291百万円減少しております。

  なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。

   ――――――――――  当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年

８月９日))および「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を適

用しております。

 これにより税引前当期純利益が

2,291百万円減少しております。

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き当該各資産の金額から直接控除し

ております。

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

（中間貸借対照表） 

 前中間会計期間において流動負債の「その他」に含め

て表示しておりました「預り金」（前中間会計期間

1,785百万円）については、負債及び資本総額の100分の

５超となったため、当中間会計期間より区分掲記してお

ります。

（中間貸借対照表）

        ―――――――――

  前中間会計期間において投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しておりました「投資有価証券」（前

中間会計期間1,183百万円）については、資産総額の100

分の５超となったため、当中間会計期間より区分掲記し

ております。

（みなし有価証券）

       ―――――――――

（みなし有価証券） 

「証券取引法の一部を改正する法律」（平成16年法律第

97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年12月１

日より適用となったことおよび「金融商品会計に関する

実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年２

月15日付で改正されたことに伴い、前中間会計期間末で

は投資その他の資産の「匿名組合出資金」に含めていた

みなし有価証券（前中間会計期間末600百万円）を当中

間会計期間末においては、「投資有価証券」に含めてお

ります。この変更により、投資有価証券は714百万円増

加しております。



追加情報 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(外形標準課税) (外形標準課税) (外形標準課税)

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」(平成16年2月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号)に従い法人事業税の付加価

値割および資本割については、販売

費及び一般管理費に計上しておりま

す。

 この結果、販売費及び一般管理費

が９百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益が、９百

万円減少しております。

――――――――――  「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」(平成16年2月13日 企業

会計基準委員会 実務対応報告第12

号)に従い法人事業税の付加価値割

および資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。

 この結果、販売費及び一般管理費

が23百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益が、23百

万円減少しております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

(※1) 有形固定資産の減価償却累計

額は、5,302百万円でありま

す。

(※1) 有形固定資産の減価償却累計

額は、5,764百万円でありま

す。

(※1) 有形固定資産の減価償却累計

額は、5,531 百万円でありま

す。

(※2) 投資有価証券等60百万円を営

業保証金として供託しておりま

す。

 (※2)    
 
     ――――――――――

(※2) 有価証券60百万円を営業保証

金として供託しております。

(3) 債務保証   

    

  ―――――――――――

(3) 債務保証

    

  ――――――――――

(3) 債務保証

  提携つなぎローン利用者の借入

債務133百万円に対する債務保証

を行っております。

(※4) 消費税等

仮払消費税等および仮受消費税

等は相殺のうえ差額を流動負債の

「その他」に含めて表示しており

ます。

(※4) 消費税等

同  左

(※4) 

    

  ――――――――――

(※5) 次の不動産信託に係るものが

 含まれております。

建物        1,151百万円

土地        2,771百万円 
その他         20百万円

(※5) 次の不動産信託に係るものが

 含まれております。

建物              1,126百万円

土地        2,771百万円 
その他       18百万円

(※5) 次の不動産信託に係るものが

 含まれております。

建物        1,143百万円

土地        2,771百万円 
その他         19百万円

(※6) 固定資産の用途変更により、

有形固定資産から分譲土地建物

に276百万円振り替えておりま

す。

(※6)    
   ――――――――――

(※6) 固定資産の用途変更により、

有形固定資産から分譲土地建物

に276百万円振り替えておりま

す。



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(※1) 特別損失の主要な項目は次

のとおりであります。

減損損失 2,291百万円

(※1)

   ――――――――――

(※1)特別損失の主要な項目は次の

とおりであります。

   

 減損損失 2,291百万円

(※2)減損損失

 当社は、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。

(※2) 
   ――――――――――

(※2)減損損失 

 当社は、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。

 

（減損損失を認識した主な資産）

用途 種類 場所

ゴルフ 
練習場

土地
千葉県佐倉市
下志津

遊休 
資産

土地及び 
構築物等

北海道亀田郡
七飯町

遊休 
資産

土地及び 
構築物等

静岡県田方郡
大仁町

遊休 
資産

土地
群馬県吾妻郡
長野原町

 

(減損損失を認識した主な資産）

用途 種類 場所

ゴルフ
練習場

土地
千葉県佐倉市
下志津

遊休
資産

土地及び
構築物等

北海道亀田郡
七飯町

遊休
資産

土地及び
構築物等

静岡県田方郡
大仁町(注)

遊休
資産

土地
群馬県吾妻郡
長野原町

(注)静岡県田方郡大仁町は平成17年

４月１日に田方郡伊豆長岡町、田

方郡韮山町と合併し伊豆の国市と

なりました。

（減損の認識に至った経緯）

 ゴルフ練習場については継続的

な地価の下落ため、遊休資産につ

いては今後の具体的な使用見込み

がないため、減損損失を認識いた

しました。

（減損の認識に至った経緯） 

 ゴルフ練習場については継続的

な地価の下落ため、遊休資産につ

いては今後の具体的な使用見込み

がないため、減損損失を認識いた

しました。

 

（減損損失の金額）
土地 2,285百万円
建物ほか 6百万円
合計 2,291百万円

 

 

（減損損失の金額）
土地 2,285百万円
建物ほか 6百万円
合計 2,291百万円

（資産のグルーピング方法）

 管理会計上の事業毎又は物件毎

に資産のグルーピングを行ってお

ります。

 （資産のグルーピング方法） 

 管理会計上の事業毎又は物件毎

に資産のグルーピングを行ってお

ります。 

（回収可能額の算定方式）

 回収可能価額は正味売却価額に

より測定し、重要性の高い資産グ

ループについては不動産鑑定評価

により算出しております。

 （回収可能額の算定方式） 

 回収可能価額は正味売却価額に

より測定し、重要性の高い資産グ

ループについては不動産鑑定評価

により算出しております。 

(3) 減価償却実施額は次のとおり

であります。

(3) 減価償却実施額は次のとおりで

あります。

(3) 減価償却実施額は次のとおりで

あります。

 

有形固定資産 256百万円

無形固定資産 18百万円

合計 274百万円

 
 

有形固定資産 251百万円

無形固定資産 18百万円

合計 270百万円

 
 

有形固定資産 513百万円

無形固定資産 35百万円

合計 548百万円



(リース取引関係) 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ リース物件の所有
権が借主に移転す
ると認められるも
の以外のファイナ
ンス・リース取引

 

(1) リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計
額相当額および中間期
末残高相当額

取得 

価額 

相当額 

(百万円)

減価 

償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期 

末残高 

相当額 

(百万円)

有形固 

定資産 

(その他)

222 122 100 

(2) 未経過リース料中間期
末残高相当額

 

(1) リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計
額相当額および中間期
末残高相当額

取得 

価額 

相当額 

(百万円)

減価 

償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期 

末残高 

相当額 

(百万円)

有形固 

定資産 

(その他)

187 116 70

(2) 未経過リース料中間期
末残高相当額

 

(1) リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計
額相当額および期末残
高相当額

取得 

価額 

相当額 

(百万円)

減価 

償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

期末 

残高 

相当額 

(百万円)

有形固 

定資産 

(その他)

230 146 84

(2) 未経過リース料期末残
高相当額

 

１年以内 46百万円
１年超 53百万円

合計 100百万円

なお、「取得価額相当
額」および「未経過リース
料中間期末残高相当額」
は、未経過リース料中間期
末残高の有形固定資産中間
期末残高等に占める割合が
低いため、中間財務諸表等
規則第５条の３において準
用する財務諸表等規則第８
条の６第２項の規定に基づ
き、「支払利子込み法」に
より算定しております。

 

１年以内 35百万円
１年超 34百万円

合計 70百万円

同  左
 

１年以内 41百万円
１年超 42百万円

合計 84百万円

なお、「取得価額相当
額」および「未経過リース
料期末残高相当額」は、未
経過リース料期末残高の有
形固定資産期末残高等に占
める割合が低いため、財務
諸表等規則第８条の６第２
項の規定に基づき、「支払
利子込み法」により算定し
ております。

(3) 支払リース料および減
価償却費相当額

(3) 支払リース料および減
価償却費相当額

(3) 支払リース料および減
価償却費相当額

 

支払リース 
料

24百万円

減価償却費 
相当額

24百万円

支払リース 
料

23百万円

減価償却費 
相当額

23百万円

支払リース 
料

51百万円

減価償却費 
相当額

51百万円

(4) 減価償却費相当額の算
定方法
リース期間を耐用年数
とし、残存価額を零とす
る定額法によっておりま
す。

(4) 減価償却費相当額の算
定方法

同  左

(4) 減価償却費相当額の算
定方法

同  左

２ 転貸リース取引 (1) 未経過支払リース料
１年以内 1,777百万円
１年超 3,880百万円

合計 5,658百万円

(1) 未経過支払リース料
１年以内 1,586百万円
１年超 3,337百万円

合計 4,923百万円

(1) 未経過支払リース料
１年以内 1,677百万円
１年超 3,547百万円

合計 5,225百万円

(2) 未経過受取リース料
１年以内 1,777百万円
１年超 3,880百万円

合計 5,658百万円

(2) 未経過受取リース料
１年以内 1,586百万円
１年超 3,337百万円

合計 4,923百万円

(2) 未経過受取リース料
１年以内 1,677百万円
１年超 3,547百万円

合計 5,225百万円



 

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

３ オペレーティング
  ・リース取引

 

(1) 未経過支払リース料
１年以内 2,431百万円
１年超 11,894百万円

合計 14,325百万円
 

(1) 未経過支払リース料
１年以内 2,446百万円
１年超 10,502百万円

合計 12,948百万円
 

(1) 未経過支払リース料
１年以内 2,606百万円
１年超 11,679百万円

合計 14,285百万円

(2) 未経過受取リース料
１年以内 232百万円
１年超 548百万円

合計 780百万円

(2) 未経過受取リース料
１年以内 253百万円
１年超 619百万円

合計 872百万円

(2) 未経過受取リース料
１年以内 387百万円
１年超 690百万円

合計 1,077百万円

なお、リース料の確定し
ていないものは、注記の対
象から除いております。

なお、リース料の確定し
ていないものは、注記の対
象から除いております。

なお、リース料の確定し
ていないものは、注記の対
象から除いております。



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

  

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間連結会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 
  

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類
事業年度 
(第41期)

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 (第36期) 自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日

平成17年５月20日 
関東財務局長に提出。

(第37期) 自 平成12年４月１日
至 平成13年３月31日

平成17年５月20日 
関東財務局長に提出。

(第36期) 自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日

平成17年５月20日 
関東財務局長に提出。

(第37期) 自 平成12年４月１日
至 平成13年３月31日

平成17年５月20日 
関東財務局長に提出。

(第38期) 自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日

平成17年５月20日 
関東財務局長に提出。

(第39期) 自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日

平成17年５月20日 
関東財務局長に提出。

(第40期) 自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日

平成17年５月20日 
関東財務局長に提出。

(第36期) 自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日

平成17年５月24日 
関東財務局長に提出。

(第37期) 自 平成12年４月１日
至 平成13年３月31日

平成17年５月24日 
関東財務局長に提出。

(第39期) 自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日

平成17年５月24日 
関東財務局長に提出。

(3) 半期報告書の訂正報告書 (第39期中) 自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日

平成17年５月20日 
関東財務局長に提出。

(第40期中) 自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日

平成17年５月20日 
関東財務局長に提出。

(第41期中) 自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日

平成17年５月20日 
関東財務局長に提出。

(4) 臨時報告書 証券取引法第24条の５第4項及び
企業内容等の開示に関する内閣
府令第19条第２項第９号(代表者
の異動について)の規定に基づく
臨時報告書であります。

平成17年６月２日 
関東財務局長に提出。

(5) 臨時報告書の訂正報告書 証券取引法第24条の５第５項の
規定に基づく「(4)臨時報告書」
に係る訂正報告書であります。

平成17年６月３日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成16年12月17日

小田急不動産株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている小田急不動産株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析

的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務

諸表の作成基準に準拠して、小田急不動産株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成16年４月1日から平成16年９月30日まで)の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適

用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以上

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  森  﨑     実  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  成  田  智  弘  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月19日

小田急不動産株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている小田急不動産株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析

的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務

諸表の作成基準に準拠して、小田急不動産株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月1日から平成17年９月30日まで)の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以上

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   小  野  隆  良  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   鹿  島  か お る  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   成  田  智  弘  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成16年12月17日

小田急不動産株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている小田急不動産株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第41期事業年度の中間会計期

間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間

損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作

成基準に準拠して、小田急不動産株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間(平成16年４月1日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

 追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用し

ているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以上

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  森  﨑     実  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  成  田  智  弘  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月19日

小田急不動産株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている小田急不動産株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第42期事業年度の中間会計期

間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間

損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作

成基準に準拠して、小田急不動産株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間(平成17年４月1日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以上

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   小  野  隆  良  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 鹿  島  か お る  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   成  田  智  弘  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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